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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年７月４日 

件   名 【追加】生活保護基準引下げ処分取消等請求訴訟の最高裁判決について 

所管部課名 福祉部 足立福祉事務所 生活支援推進課 

内   容 

生活保護基準引下げ処分取消等請求訴訟（第一審：大阪地裁及び名古屋地裁）

について、令和７年６月２７日に最高裁判所で判決が言い渡されたため報告す

る。 

 

１ 訴訟の内容 

  厚生労働大臣は、平成２５年から平成２７年にかけて、生活保護法による 

保護の基準中の生活扶助基準の改定（以下、「本件改定」という。）を行い、 

被告各市(大阪市や名古屋市など)の福祉事務所長らは、原告らに対し、本件 

改定を理由として、生活扶助の支給額を変更する旨の保護変更決定を行った。 

  本件は、原告らが、本件改定は違法であるなどと主張して、①被告各市を 

相手に上記保護変更決定の取消しを求めるとともに、②被告国に対し国家賠 

償法１条１項に基づく損害賠償を求めたものである。 

 

２ 判決の内容 

① 自治体による保護変更決定処分を取り消す。 

② 原告らの国に対する損害賠償請求を棄却する。 

 

３ 訴訟の経過 

（１）第一審：大阪地裁 

日時 内容 

平成２６年１２月１９日  提訴① 

平成２８年２月１５日 提訴② 

令和３年２月２２日 一審判決（自治体敗訴・国勝訴） 

令和５年４月１４日 控訴審判決（国及び自治体勝訴） 

令和５年４月２５日 原告ら上告及び上告受理申立て 

令和７年３月２６日 原告らの上告受理申立てを受理す

ることの最高裁決定※ 

  ※ 上告については、民事訴訟法３１２条１項又は２項に該当しないとし

て棄却した。 

（２）第一審：名古屋地裁 

日時 内容 

平成２６年７月３１日  提訴① 

平成２８年４月２１日 提訴② 

令和２年６月２５日 一審判決（国及び自治体勝訴） 

令和５年１１月３０日 控訴審判決（国及び自治体敗訴） 

令和５年１２月１３日 国及び自治体上告受理申立て 

令和７年３月２６日 国及び自治体の上告受理申立てを

受理することの最高裁決定 
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４ 今後の方針 

（１）今後、対象の受給者の方に対して減額相当分を保障する可能性があると

の報道もあるが、現時点で国の方針は示されていないため、動向を注視し

ていく。 

（２）国の方針が示され次第、速やかな対応を行う。 

 

※ 足立区の状況 

足立区における平成２５年から平成２７年にかけて本件改定を理由とし 

て生活扶助の支給額を変更する旨の保護変更決定を行った世帯数及び当時 

の改定額は以下の通りである。 

（１）世帯数 

内容 世帯数 

現在も受給中の世帯 約 ８，０００世帯 

廃止になった世帯 約１６，０００世帯 

廃止 

内訳 

死亡 約 ７，５００世帯 

転出  約 １，３００世帯 

辞退 約 １，２００世帯 

収入増 約 ２，２００世帯 

その他 約 ３，８００世帯 

計 約２４，０００世帯 

（２）当時の改定額 

世帯毎に当時の世帯人数や年齢構成によって金額が異なり、現時点で具 

体的な算出及び提示は困難である。 

参考に、「足立区福祉事業概要（令和４年度実績）ｐ１６０」に記載さ 

れている生活扶助基準額の推移から当該改定部分を抜粋して掲載する。 

 以下の表は３人世帯（夫３３歳・妻２９歳・子４歳）の場合で算定して 

おり、３年間で１２，０５４円（６．８８％）の減額となった。 

改定 

（改定日） 

生活扶助基準額 

（円） 

前年比 

（％） 

第６８次改定 

（平成２４年４月１日） 
１７５，１６７ ０．００ 

第６９次改定 

（平成２５年８月１日） 
１６９，８１４ －３．０６ 

第７０次改定 

（平成２６年４月１日） 
１６８，８３９ －０．５７ 

第７１次改定 

（平成２７年４月１日） 
１６３，１１３ －３．３９ 

第７２次改定 

（平成２８年４月１日） 
１６３，１１３ ０．００ 

      ① 基準額には冬季加算（Ⅵ区×５／１２）を含む。 

      ② 第６８次改定は住宅扶助（一般基準分Ⅰ）を含む。 

 

 

訴訟対象の

基準改定 
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